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電気通信事業法第33条第２項及び第７項に基づく第１種指定電気通信設備との接続に関する契約約款の一部改正 

別紙 東相制第10-7043号（平成23年1月21日）の補正内容 

旧 新 
 

料金表 

第１表 接続料金 

第１ 網使用料 

  １ 適用 

 

区 分 内 容 

(1)～(31) (略) (略) 

(32) 接続料規則

第８条第２項た

だし書きに係る

網使用料の補正 

２（料金額）２－１（端末回線伝送機能）２－１－１（基本額）２－１－１－１

（基本料）第３欄ウ欄、エ欄、第５欄イ欄、第６欄、第８欄、第９欄、２－１－

１－２（加算料）第１欄イ欄、ウ欄、第２欄イ欄、２－６の３（イーサネットフ

レーム伝送機能）、２－１３（ルーティング伝送機能）第１欄、第２欄及び第５

欄に規定する網使用料について、原価の実績値と収入の実績値との差額が発生し

た場合は、その都度速やかにそれ以降に適用される網使用料の原価に当該差額を

加えて当該網使用料を変更する措置を講じるものとします。 

ただし、当該差額を原価に加えて算定することにより、当該網使用料の水準に急

激な変動が生じるおそれがあるときは、当該差額を複数の算定期間に分けて原価

に加えるなど、当該変動を緩和するための措置を講じるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料金表 

第１表 接続料金 

第１ 網使用料 

  １ 適用 

 

区 分 内 容 

(1)～(31) (略) (略) 
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附 則（平成22年７月30日東相制第10-56号） 

 

（実施時期） 

１ (略) 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により協定事業者が利用している端末回線伝送機能（２－１－

１－１第３欄オ欄及び２－１－１－２第１欄エ欄に係るものに限ります。）及び通信路設定伝送機能（高速デ

ィジタル伝送に係るもののうち、専用サービス契約約款に規定するＳＯＮＥＴインタフェース及びＳＤＨイン

タフェースに係るものに限ります。）の提供条件については、なお従前のとおりとし、以下の料金表を適用し

ます。また、当社は、以下の料金表（(１)-１端末回線伝送機能（基本料）及び(１)-２端末回線伝送機能（加

算料）に限ります。）に規定する網使用料について、原価の実績値と収入の実績値との差額が発生した場合は、

その都度速やかにそれ以降に適用される網使用料の原価に当該差額を加えて当該網使用料を変更する措置を講

じるものとします。 

ただし、当該差額を原価に加えて算定することにより、当該網使用料の水準に急激な変動が生じるおそれがあ

るときは、当該差額を複数の算定期間に分けて原価に加えるなど、当該変動を緩和するための措置を講じるも

のとします。 

 (１)-１端末回線伝送機能 （基本料） 

月額 

区  分 単位 料金額 備考 

ア 平成23年４月１日か

ら平成24年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

16,571 円 

イ 平成24年４月１日か

ら平成25年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

14,000 円 

端末回線伝送機

能（第５条（標

準的な接続箇

所）第１項の表

中第５欄で接続

する場合） 

端末回

線によ

り伝送

を行う

機能 

４芯

式の

もの 

ウ 平成25年４月１日以

降に適用する料金 

１回線ご

とに 

13,225 円 

 

 

 

   

 

 

 (１)-２端末回線伝送機能 （加算料） 

月額 

区  分 単位 料金額 備考 

ア 平成23年４月１日か

ら平成24年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

688 円 

イ 平成24年４月１日か

ら平成25年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

680 円 

専用サービ

ス契約約款

に規定する

施設設置負

担金等の適

用がない場

合の加算料 

 

４芯式のもの 

ウ 平成25年４月１日以

降に適用する料金 

１回線ご

とに 

680 円 

 

 

 

   

 

 

 (２)-１～(２)-２ (略) 

 

附 則（平成22年７月30日東相制第10-56号） 

 

（実施時期） 

１ (略) 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、改正前の規定により協定事業者が利用している端末回線伝送機能（２－１－１

－１第３欄オ欄及び２－１－１－２第１欄エ欄に係るものに限ります。）及び通信路設定伝送機能（高速ディジ

タル伝送に係るもののうち、専用サービス契約約款に規定するＳＯＮＥＴインタフェース及びＳＤＨインタフェ

ースに係るものに限ります。）の提供条件については、なお従前のとおりとし、以下の料金表を適用します。ま

た、当社は、以下の料金表（(１)-１端末回線伝送機能（基本料）及び(１)-２端末回線伝送機能（加算料）に限

ります。）に規定する網使用料（平成 23 年４月１日から平成 26 年３月 31 日まで適用するものに限ります。）

について、原価の実績値と収入の実績値との差額が発生した場合は、その都度速やかにそれ以降に適用される網

使用料の原価に当該差額を加えて当該網使用料を変更する措置を講じるものとします。 

ただし、当該差額を原価に加えて算定することにより、当該網使用料の水準に急激な変動が生じるおそれがある

ときは、当該差額を複数の算定期間に分けて原価に加えるなど、当該変動を緩和するための措置を講じるものと

します。 

 (１)-１端末回線伝送機能 （基本料） 

月額 

区  分 単位 料金額 備考 

ア 平成23年４月１日か

ら平成24年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

16,571 円 

イ 平成24年４月１日か

ら平成25年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

14,000 円 

端末回線伝送機

能（第５条（標

準的な接続箇

所）第１項の表

中第５欄で接続

する場合） 

端末回

線によ

り伝送

を行う

機能 

４芯

式の

もの 

ウ 平成25年４月１日以

降に適用する料金 

１回線ご

とに 

13,225 円 

 

 

 

   

 

 

 (１)-２端末回線伝送機能 （加算料） 

月額 

区  分 単位 料金額 備考 

ア 平成23年４月１日か

ら平成24年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

688 円 

イ 平成24年４月１日か

ら平成25年３月31日

まで適用する料金 

１回線ご

とに 

680 円 

専用サービ

ス契約約款

に規定する

施設設置負

担金等の適

用がない場

合の加算料 

 

４芯式のもの 

ウ 平成25年４月１日以

降に適用する料金 

１回線ご

とに 

680 円 

 

 

 

   

 

 

 (２)-１～(２)-２ (略) 
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附 則 

 

（実施時期） 

１ この改正規定は、認可を受けた後、平成 23 年４月１日から実施します。 

 

（網使用料の算定に係る措置） 

２ 当社は、この改正規定に係る端末回線伝送機能について、この改正規定実施前に適用した網使用料の原価

の実績値（平成 22 年度については、直近までの期間の実績値を基礎として合理的な予測に基づき算定した値

とします。以下この項において同じとします。）と収入の実績値との差額（以下この附則において「前期差額」

といいます。）を、この改正規定実施以降に適用される網使用料（接続料規則第８条第２項ただし書きの規定

に基づき算定した部分であって、端末回線伝送機能２－１－１－１第９欄のうち、当社の通信用建物に設置さ

れた光信号電気信号変換装置に係る部分及び回線管理機能に係る部分を除きます。）の原価に加えて算定する

ものとします。 

３ 当社は、この改正規定に係る平成 22 年度における網使用料の原価の実績値と収入の実績値の差額が発生し

た場合であって、当該差額と前期差額（平成 22 年度に係るものに限ります。）との差額が発生したときは、

速やかに前項の料金額の算定に用いた原価にその差額を加えて平成24年度の網使用料を変更する措置を講じ

るものとします。 

 

 

 

４ 当社は、前項の規定に基づく網使用料の算定を行うことにより、当該網使用料の水準に急激な変動が生じ

るおそれがあるときは、前項の規定にかかわらず、前項に規定する差額を複数の算定期間に分けて原価に加え

るなど、当該変動を緩和するための措置を講じるものとします。 

 

 

 

 

 

附 則 

 

（実施時期） 

１ この改正規定は、認可を受けた後、平成 23 年４月１日から実施します。平成 23 年４月１日を越えて認可を 

受けた場合は、認可を受けた後、速やかに実施し、平成 23 年４月１日に遡及して適用します。 

（網使用料の算定に係る措置） 

２ 当社は、この改正規定に係る端末回線伝送機能について、この改正規定実施前に適用した網使用料（接続料

規則第８条第２項ただし書きの規定に基づき算定した部分であって、端末回線伝送機能２－１－１－１第９欄

のうち、当社の通信用建物に設置された光信号電気信号変換装置に係る部分及び回線管理機能に係る部分を除

きます。以下この附則において同じとします。）の原価の実績値（平成 22 年度については、直近までの期間

の実績値を基礎として合理的な予測に基づき算定した値とします。以下この項において同じとします。）と収

入の実績値との差額（以下この附則において「前期差額」といいます。）を、この改正規定実施以降に適用さ

れる網使用料の原価に加えて算定するものとします。 

３ 当社は、この改正規定に係る平成 22 年度における網使用料の原価の実績値と収入の実績値の差額が発生し

た場合であって、当該差額と前期差額（平成 22 年度に係るものに限ります。）との差額が発生したときは、

速やかに前項の料金額の算定に用いた原価にその差額を加えて平成 24 年度の網使用料を変更する措置を講じ

るものとします。 

４ 当社は、この改正規定に係る端末回線伝送機能の網使用料（平成 23 年４月１日から平成 26 年３月 31 日ま

で適用するものに限ります。）について、原価の実績値と収入の実績値との差額が発生した場合は、その都度

速やかにそれ以降に適用される網使用料の原価に当該差額を加えて当該網使用料を変更する措置を講じるもの

とします。 

５ 当社は、前２項の規定に基づく網使用料の算定を行うことにより、当該網使用料の水準に急激な変動が生じ

るおそれがあるときは、前２項の規定にかかわらず、前２項に規定する差額を複数の算定期間に分けて原価に

加えるなど、当該変動を緩和するための措置を講じるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




